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予
算
の
無
駄
遣
い
を
公
開

で
洗
い
出
す
「
事
業
仕
分
け
」

第
2
弾
の
対
象
と
な
る
独
立

行
政
法
人
の
概
要
が
6
日
わ

か
っ
た
。
文
部
科
学
省
、
国

土
交
通
省
な
ど
1
1
府
筈
が
所

管
す
る
約
5
0
の
法
人
の
1
0

0
程
度
の
事
業
を
取
り
上
げ

る
見
通
し
。
住
宅
金
融
支
援

機
構
、
日
本
貿
易
振
興
機
構

（
1
E
T
R
O
）
、
都
市
再

住宅金融機構やJETRO

50独法100事業
仕分け対象

独
立
行
政
法
人
の
事
業
仕

分
け
は
2
3
日
か
ら
始
め
る
。

5
月
下
旬
に
は
公
益
法
人
の

事
業
仕
分
け
を
予
定
す
る
。

見
直
し
対
象
の
全
1
0
4

の
独
立
行
政
法
人
か
ら
、
問

題
が
あ
り
そ
う
な
法
人
を
選

び
、
6
日
か
ら
亜
法
人
の
ヒ

ア
リ
ン
グ
を
始
め
た
。
2
0
日

ご
ろ
の
行
政
刷
新
会
議
（
議

長
・
鳩
山
由
紀
夫
首
相
）
で

正
式
決
定
す
る
た
め
、
対
象

法
人
や
事
業
数
な
ど
が
変
わ

生
機
構
、
理
化
学
研
究
所
な

ど
が
対
象
。
国
家
公
務
員
の

天
下
り
や
、
予
算
の
「
中
抜

き
」
な
ど
に
メ
ス
を
入
れ
、

独
法
制
度
の
抜
本
的
な
改
革

案
に
反
映
す
る
方
針
だ
。

2
3
日
か
ら
第
2
弾

事業仕分け弟■2弾の対象として一
有力な独立行政法人ヰ1雷禦緊ナ
一夕ア中綿科学技術研究基盤整備機構

曇罵完遠雷蒜姦姦表・．
一→国際協力機構，・
二一日本万国博覧会記念竃幾構・、
丁→大学入室拭センター

ご繹表紙謡感・
－。日本学術振興会
一鴫理化学研究所
T。宇宙航空研究開発機構
一。日本学生支援機構
′一〇．海曹羊研究開発機構
tiJ　国立高等専門学校機構
一→杢彗堅健二望位理慧鱒鱒⊥L；l

望蓋季語警壷襲義盛㌃二■
■■・■色．

二
へ0福祉医堀報謝牌
，一労働政策研究・研修機構‾
一一ゆ労働者健康福祉機構　■
・→国立病院機構
一一医薬品医】寮機器総合1幾横
丁→医薬基盤ヨ研究所
一・叫年金横立金管理運用独立行政法人
トJ農林水産消費安全技術センター

る
可
能
性
が
あ
る
。

今
回
の
仕
分
け
の
焦
点
が

公
務
員
の
天
下
り
聞
題
だ
。

2
0
0
8
年
1
0
月
時
点
で
、

計
1
0
0
人
弱
が
独
立
行
政

法
人
の
役
員
と
し
て
在
籍
す

る
。
都
市
再
生
機
構
で
は
役

員
1
2
人
の
う
ち
公
務
員
出
身

者
が
6
人
い
る
。

均
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東
京
都
文
京
区
本
郷
一
丁
日
五
番
十
七
号
／

三
洋
ビ
ル
三
階
三
〇
号

．
上
建
設
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ツ
協
同
組
合

一、0家畜改良センタ一
・一水産大学校

二真宗悪業告若慧璧・
・・一一製品評価技術基盤機構
一一。新エネルギ「・産業技術総合開

発機構
■－。日本貿易振興1幾構　－
r。情報処理推進機構
（。石油天然ガス・金属鉱物資源機構

二義宝達講妻聖賢要欝構‘■
▼一〇航空大学校
・→鉄道建設・運輸施設整備支援機構
・．一国際観光振興機構
一〇自動車事故対5賛機構
・ヤ都市再生機構
－→住宅金融支援機構
．・一つ環境再生保全機構．
一，駐留軍等労働者労務管理機構
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